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企業経営と女性活躍に関するアンケート調査〔調査結果の概要〕 

 

１ 回答企業の属性 

 

 

図表１ 本社所在地 

 

全体 
名古屋 
市内 

尾張 
（名古屋市
を除く） 

海部 知多 西三河 東三河 無回答 

2819 1072 663 72 180 537 290 5 

100.0 38.0 23.5 2.6 6.4 19.0 10.3 0.2 

 

図表２ 業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３ 全従業員数 

 

合計 20 人以下 
21～50 人 

以下 
51～100 人

以下 
101～300

人以下 
301 人以上 

2819 998 987 359 331 144 

100.0 35.4 35.0 12.7 11.7 5.1 

・所在地は「名古屋市内」が最も多く（38.0％）、次いで「尾張（名古屋市を除く）」（23.5％）、「西

三河（19.0％）となっている。 

・業種は「製造業」が最も多く（26.6％）、次いで「建設業」が 17.4％、「医療、福祉」が 10.9％と

なっている。 

・従業員数は「20人以下」が 35.4％と最も高く、次いで「21〜50 人以下」が 35.0％、「51〜100 人

以下」が 12.7％となっている。 

（％） 

（件） 

（％） 

（件） 

（％） 

a111525000
スタンプ
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２ 定着・活躍に向けた取組の効果 

（１） 定着について 

 

 

図表４ 女性正社員の出産後の継続就業の状況（全企業） 

 

図表５ 出産後も働き続ける人が多い企業の割合（取組内容別） 

 

 

 

 

メンター制度の導入やロールモデル情報提供

仕事と家庭の両立のために法律を
上回る制度を整備し、制度の活用を促進

トップの女性活躍推進に関するメッセージの発信

テレワークの導入・拡大

仕事と介護を両立するための
支援や介護休業制度などの整備

・女性正社員の出産後の継続就業の状況をみると、「ほとんどの者が出産後も、正社員として働き続

けている」又は「妊娠または出産前に離職する者もいるが、出産後も正社員として働き続ける人の方

が多い」と回答した「出産後も働き続ける人が多い企業」の割合は、43.3％となっている。 

・「出産後も働き続ける人が多い企業」の割合が最も高い取組は、「メンター制度の導入やロールモ

デルの情報提供」（73.8％）、次いで「仕事と家庭の両立のために法律を上回る制度を整備し、制度の

活用を促進」（71.6％）、「トップの女性活躍推進に関するメッセージの発信」（70.0％）の順となって

いる。 

ほとんどの者が
出産後も、正社員
として働き続けている

妊娠または
出産前に離職する
者もいるが、出産後も
正社員として働き続ける
人の方が多い

出産後に正社員
として働き続けて
いる者は少ない

これまで正社員
として出産後に
働き続けた者は
１人もいない

その他 無回答

出産後も働き続ける人が多い企業（43.3％) 

（％） 

N＝2819 
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（２）活躍について 

 
 

図表６ 女性を管理職に登用する上で必要な取組 

  

・女性を管理職に登用する上で必要な取組で最も割合が高いのは、「女性の継続就業に関する支援」

(23.7％)、次いで「女性のキャリア形成や管理職等を要請するための研修機会の付与」(20.9％）、「女

性の採用を増やす取組」(19.1％)の順となっている。  

・この５年間で女性管理職数が増加した企業の取組のうち、最も割合が高いのは「女性の管理職へ

の積極的な登用」（44.7％）、次いで「経営層による経営計画への位置づけ」（40.7％）、「テレワーク

の導入・拡大」（38.2％）となっている。 

(%) 

女性の継続就業に関する支援

女性のキャリア形成や管理職等を
養成するための研修機会の付与

女性の採用を増やす取組

ロールモデルの育成

超過勤務削減などワーク・ライフ・バランスを
促進させる取組

公正・透明な人事管理制度、評価制度の構築

男性に対する女性の活躍の必要性に
ついての理解促進

セクシュアル・ハラスメント防止など
職場環境の整備

女性の管理職登用に係る目標の設定

男性の家事・育児等参加への理解・意識改革

メンター制度の導入

及び の人材育成の機会を
男女同等に与えること

採用、昇進、配置において女性が
満たしにくい要件の緩和

ジョブローテーションの採用

転勤先の希望を考慮する等の転勤時の配慮、
転居を伴う転勤の際に夫婦帯同を認めること

その他

特にない

無回答
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図表７ この５年間で女性管理職数が増加した企業の割合（取組内容別） 

 

 

 

  

全体
20％

以上増加
10～20％
未満増加

5～10％
未満増

5％
未満増加

増加傾向
（％）

1177 105 49 49 99
100.0 8.9 4.2 4.2 8.4

427 64 38 34 55
100.0 15.0 8.9 8.0 12.9

81 13 5 3 12
100.0 16.0 6.2 3.7 14.8

212 31 12 9 29
100.0 14.6 5.7 4.2 13.7

110 17 4 8 11
100.0 15.5 3.6 7.3 10.0

80 10 2 6 11
100.0 12.5 2.5 7.5 13.8

198 30 15 8 17
100.0 15.2 7.6 4.0 8.6

218 28 10 9 26
100.0 12.8 4.6 4.1 11.9

仕事と家庭の両立のために法律を
上回る制度を整備し、制度の活用を促進

33.5

取
組
内
容

トップの女性活躍推進に関するメッセージの発信 36.4
メンター制度の導入や
ロールモデルの情報提供

36.3

企業内の推進体制の整備 35.4

経営層による経営計画への位置づけ 40.7

テレワークの導入・拡大 38.2

全  体

25.7

女性の管理職への積極的な登用 44.7

上段：件数、下段：割合 
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３ 女性活躍のメリットや業績への影響 

（１）メリットについて 

 

 

図表８ 女性活躍推進に取り組んだことによるメリット 

（女性の活躍推進について、具体的な取組を「行っている」と回答した企業 1177 社） 

 

  

・女性の活躍推進に取り組んだことによるメリットで最も割合が高いのは、「女性のモチベーション

が向上した」(43.9％）、次いで「仕事の効率化や業務の改善が進んだ」(30.3％）、「仕事と家庭の両

立がしやすくなった」（30.2％)の順となっている。 

（％） 

女
性
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が

向
上
し
た

仕
事
の
効
率
や
業
務
の

改
善
が
進
ん
だ

仕
事
と
家
庭
の
両
立
が

し
や
す
く
な
っ
た

職
場
環
境
が
改
善
し
た

社
内
の
雰
囲
気
が
良
く
な
っ
た

社
員
の
勤
務
年
数
が
長
く
な
り
、

社
内
に
ノ
ウ
ハ
ウ
が
蓄
積
し
た

人
材
が
確
保
し
や
す
く
な
っ
た

企
業
イ
メ
ー
ジ
が
良
く
な
っ
た

男
性
に
良
い
刺
激
と
な
っ
た

新
た
な
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の

開
発
に
つ
な
が
っ
た

販
路
拡
大
に
つ
な
が
っ
た

そ
の
他

無
回
答
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（２）業績への影響について 

 

 

図表９ 女性管理職数の増加（この５年間）と業績（過去３年間）の関係 

 

 

  

過去 年間の「売上高」が増加した企業の割合

過去 年間の「経常利益」が増加した企業の割合

過去 年間の「生産性」が増加した企業の割合
女性管理職数が増加
女性管理職数変化なし
女性管理職数が減少

・この５年間で女性管理職数が増加した企業のうち、過去３年間の「売上高」「生産性」が増加した

と回答した割合は、女性管理職数が「変化なし」又は「減少」より高くなっており、女性管理職数が

増加するほど業績が向上する傾向がみられる。 

（％） 
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４ 女性の継続就業及び管理職登用を推進する上での課題 

 

 

図表１０ 女性の継続就業を推進する上での課題 

 

 

 

女性本人が希望しない

女性が担当できる
仕事が限られている

出産や育児で長期休業したときに
代替要員が確保できない

長時間労働が多く、家庭との
両立が難しい

交代勤務や夜勤が多い

管理職の意識が伴わない

業績に直接反映されない

男性の家事・育児等参加への理解・意識が
伴わない

経営者の意識が伴わない

継続就業に関する支援がない

その他

特にない

無回答

・女性の継続就業を推進する上での課題で最も割合が高いのは、「女性本人が希望しない」(24.2％)、

次いで「女性が担当できる仕事が限られている」(23.1％)、「出産や育児で長期休業したときに代替

要員が確保できない」（20.5％）の順となっている。 

・女性を管理職に登用する上での課題で最も割合が高いのは、「女性本人が希望しない」（29.0％）、

次いで「女性の採用が少なく人材が不足している」（16.4％）の順となっている。 

（％） 
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図表１１ 女性を管理職に登用する上での課題 

 

 

 

  

女性本人が希望しない

女性の採用が少なく人材が不足している

女性が担当できる仕事が限られている

女性の人材育成ができていない

長時間労働が多く、家庭との両立が難しい

出産や育児で長期休業したときに
代替要員が確保できない

管理職の意識が伴わない

経営者の意識が伴わない

結婚・出産等で退職する女性が多く
人材が不足している

交代勤務や夜勤が多い

男性からの理解が得られない

業績に直接反映されない

業績が悪くなるおそれがある

その他

特にない

無回答

（％） 
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５ 女性の活躍推進についての考え 

 

図表１２ 女性の活躍推進についての考え 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１３ 女性の活躍推進についての具体的な取組 

 

 

 

 

 

 

 

図表１４ この５年間の女性正社員数の変化 

 

全体（ ＝ ）

重視している（ ＝ ）

やや重視している（ ＝ ）

あまり重視していない（ ＝ ）

重視していない（ ＝ ）

％以上増加 ～ ％未満増加 ～ ％未満増加 ％未満増加 変化はない

％未満減少 ～ ％未満減少 ％以上減少 無回答

・女性の活躍推進についての考えをみると、「重視している」又は「やや重視している」と回答した

「女性の活躍推進について重視する企業」の割合は 74.8％となっており、女性の活躍推進を重視す

るという考え方が広がっていると考えられる。 

・女性の活躍推進についての具体的な取組をみると、具体的に取り組んでいる企業の割合は 41.8％

となっている。 

・この５年間の女性管理職数の変化をみると、「女性の活躍推進について重視する企業」では「女性

管理職数が増加」と回答する割合が高くなっている。 

女性の活躍推進について重視する企業（74.8％) 

重視している やや重視している あまり重視していない 重視していない 無回答



 

  企-10  

 

 

図表１５ この５年間の女性管理職数の変化 

 

 

全体（ ＝ ）

重視している（ ＝ ）

やや重視している（ ＝ ）

あまり重視していない（ ＝ ）

重視していない（ ＝ ）

％以上増加 ～ ％未満増加 ～ ％未満増 ％未満増加 変化はない

％未満減少 ～ ％未満減少 ％以上減少 無回答
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６ 従業員規模別 

 

 

図表１６ 女性正社員の定着と活躍の状況（従業員規模別） 

 

参考：全体と比べて◎は 5 ポイント高く、○は 5ポイント未満から-5 ポイント以上、△は-5 ポイントより低いことを示している。 

 

図表１７ 女性の活躍状況（従業員規模別） 

 

 

 

  

・従業員 51 人以上の企業では、「出産後も働き続ける人が多い」の割合が全体と比べて高いことか

ら、定着が進んでいることがうかがえる。特に従業員 301 人以上では、「出産後も働き続ける人が多

い」の回答が９割を超え、「女性管理職数が増加」も全体を大幅に上回っている。  

・同様に、「女性正社員数が増加」と回答している割合も、従業員 51 人以上では、全体と比べて高

い割合となっている。  

・一方、従業員 20人以下では、「出産後も働き続ける人が多い」「女性管理職数が増加」で全体を大

幅に下回っており、出産後の継続雇用が難しいことがうかがえる。  

女性管理職比率 
女性管理職比

率の平均（％） 

女性管理職数が増加 

した企業の割合 

（この５年間） 
（％） 

12.2 

10.1 

12.6 

14.6 

13.3 

13.6 
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７ 業種別（回答数が 20 社以上の業種のみ） 

 

 

図表１８ 女性正社員の定着と活躍状況（業種別）

 

参考：全体と比べて◎は 5 ポイント高く、○は 5ポイント未満から-5 ポイント以上、△は-5 ポイントより低いことを示している。 

  

2819 57.4 37.2 43.3 19.6 15.4
建設業 490 31.6 △ 33.7 ○ 31.8 △ 12.4 △ 9.6 △
製造業 750 54.5 ○ 38.8 ○ 47.3 ○ 12.8 △ 16.7 ○
電気・ガス・熱供給・水道業 21 38.1 △ 23.8 △ 42.9 ○ 14.3 △ 23.8 ◎
情報通信業 52 61.5 ○ 65.4 ◎ 59.6 ◎ 19.2 ○ 25.0 ◎
運輸業、郵便業 199 13.1 △ 35.2 ○ 31.2 △ 11.1 △ 9.0 △
卸売業 216 73.6 ◎ 44.4 ◎ 43.1 ○ 15.3 ○ 19.4 ○
小売業 118 66.1 ◎ 36.4 ○ 35.6 △ 23.7 ○ 16.9 ○
金融業、保険業 22 86.4 ◎ 50.0 ◎ 59.1 ◎ 13.6 △ 31.8 ◎
不動産業、物品賃貸業 33 72.7 ◎ 42.4 ◎ 39.4 ○ 15.2 ○ 18.2 ○
学術研究、専門・技術サービス業 78 71.8 ◎ 52.6 ◎ 52.6 ◎ 33.3 ◎ 24.4 ◎
飲食サービス業 51 62.7 ◎ 19.6 △ 25.5 △ 17.6 ○ 11.8 ○
生活関連サービス業、娯楽業 56 69.6 ◎ 21.4 △ 39.3 ○ 28.6 ◎ 21.4 ◎
教育、学習支援業 90 85.6 ◎ 27.8 △ 55.6 ◎ 37.8 ◎ 16.7 ○
医療、福祉 308 96.1 ◎ 35.1 ○ 57.5 ◎ 42.2 ◎ 15.6 ○
サービス業（他に分類されないもの） 275 65.5 ◎ 37.5 ○ 46.2 ○ 22.5 ○ 17.5 ○

活躍指標

女性正社員率
20％以上

女性正社員数が
増加

出産後も働き続
ける人が多い

女性管理職率
20％以上

女性管理職数が
増加

全 体

業
種
区
分

全体

定着指標

・建設業、運輸業、郵便業は、定着指標、活躍指標ともに全体と比べて低く、定着・活躍ともに進展

しにくい状況にあることがうかがえる。 

・情報通信業、学術研究、専門・技術サービス業、医療、福祉、サービス業（他に分類されないも

の）は定着指標・活躍指標のほぼすべてが全体と比べて高く、女性の定着・活躍ともに進んでいると

考えられる業種である。 

・この５年間で「女性管理職数が増加した企業」の割合が最も高い業種は、金融業、保険業（31.8％）、

次いで情報通信業（25.0％）、学術研究、専門・技術サービス業（24.4％）の順となっている。 
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図表１９ 業種別の女性の「活躍」状況（業種別） 

 

女性管理職比率 
女性管理職比

率の平均

（％） （％） 

女性管理職数が増加 

した企業の割合 

（この５年間） 

12.2 

6.1 

 

10.0 

 

6.6 

11.5 

7.0 

8.0 

9.8 

15.7 

9.2 

17.8 

27.1 

37.8 

16.9 

20.0 

12.1 
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８ 製造業の状況 

 

 

図表２０ 女性正社員の出産後の継続就業の状況（製造業の従業員規模別） 

 

 

 

  

全体 （ ＝ ）

製造業・ 人以下（ ＝ ）

製造業・ 人～ 人以下（ ＝ ）

製造業・ 人～ 人以下（ ＝ ）

製造業・ 人～ 人以下（ ＝ ）

製造業・ 人以上（ ＝ ）

ほとんどの者が出産後も、正社員として働き続けている
妊娠または出産を機に離職する者もいるが、出産後も正社員として働き続ける人の方が多い
出産後に正社員として働き続けている者は少ない
これまで正社員として出産後に働き続けた者は１人もいない
その他
無回答

・女性正社員の出産後の継続就業の状況をみると、従業員 20 人以下の企業では、「ほとんどの者が

出産後も、正社員として働き続けている」と回答している割合が 16.8%と業種全体と比べて大幅に低

くなった一方、301 人以上では 80.4％と非常に高くなっている。 

・従業員 301 人以上の企業では、５割超で女性管理職数が「増加」と回答している。 

・一方、それ以外の従業員規模では、「増加」と回答したのは３割未満と少なく、特に従業員 20 人

以下ではわずか 5.6％にとどまっている。 
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図表２１ 女性管理職数の変化（製造業の従業員規模別） 

 

 

 

 

全体 （ ＝ ）

製造業・ 人以下（ ＝ ）

製造業・ 人～ 人以下（ ＝ ）

製造業・ 人～ 人以下（ ＝ ）

製造業・ 人～ 人以下（ ＝ ）

製造業・ 人以上（ ＝ ）

％以上増加 ～ ％未満増加 ～ ％未満増 ％未満増加 変化はない

％未満減少 ～ ％未満減少 ％以上減少 無回答


